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1. 問題の提起
日本における社会政策は，労働者の諸権利の確立を経て，労使の間に自動的
に形成された歴史をもたない。それは，以下小論でとりあげる工場法について
も，その後の労働組合法案の展開をみても，あるいは第二次大戦後の労働三法
の成立の経緯についてもいえる。わが国の社会政策をイギリスのそれと比較し
てただちに気がつくのは，政府の介入の度合いの大きいこと一ー労使関係は民
間の自由放任にゆだねるべきだとする一ーvoluntarismの欠如である。 それ
は社会政策の日本的特質といってもよいほどである。
• このような傾向は，もちろん日本における近代国家の形成が軍事化を中心に
きわめて短期間に行われ，近代化の担い手が官僚であったことによるものであ
るが， しかもそれが， 歴史的・伝統的な傾向を形成するにいたっていること
については， それなりに一定の歴史的，客観的根拠を有するからに他ならな
い。
以下，小論は 1911(明治44)年成立の日本工場法の周辺を模索して，このよう
な問題の所在を考えようとする試ろみである。周辺の諸問題から日本社会政策
の基本的性格をうきぽりにしたいと考える。
2. 日本社会政策思想について
西欧の経済学のわが国への導入は， 1860(万延元）年から1889(明治22)年までの
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30年間に，最初の約20年間は主としてイギリスの自由主義経済学が，その後に
なるとドイツの歴史学派の経済学が自由主義経済学に対抗しつつ登場して来
て，明治20年代以降ぱ漸次わが国の経済学の主流を占めるに至る，といわれ
る1)。
1886 (明治19)年の「帝国大学令」によって「東京大学」が「帝国大学」と改
称され，ここに「大二国家学ノ研究ヲ振興シ，普ク国民ヲシテ立憲ノ大義卜其
運用トヲ知ラシメル」2)ことを目的として翌87年「国家学会」が誕生し，ー一
東大法学部時代につくられた『法学協会」なる一種の研究組織体があり，その
名を立てる『法学協会雑誌』も続いておりながら一ー『国家学会雑誌」が創刊
された。「国家学会雑誌」は帝国大学法科大学の最も重要な研究機関誌となった。
憲法制定の局に衝った伊藤博文の『憲法義解』が国家学会から刊行されている
ことは，法科大学ひいては帝国大学の思想と性格の基本を示している。『国家
学会雑誌』の主な執筆者によって1986C明治29)年4月から毎月 1回ゼミナール
のかたちをもってはじめられたのが「社会政策学会」であった。その代表的な
学徒の一人が金井延 (1865-1933)である。東大卒業後ドイツに留学し，シュモ
ーラー，ワグナー等に歴史派経済学を学び，帰国後1890年母校の教授となり，
停年に至るまで社会政策講座を担当した。
私は金井延に日本社会政策思想の典型をみるのであるが，以下，自由主義経
済学の立場をとるボアソナードとの理論的対立にこれをみてみよう 3)0
ポアソナード (Boissonade,Gustave Emile 1825...--1910)はフランスの法学者，
パリ大学卒業後，パリ大学の助教授として経済学を担当したが， 1873(明治6)
年来日，司法省法学校丸 明治法律学校で教えるかたわら，行政裁判所・内務
1)杉原四郎著「西欧経済学と近代日本」（末来社， 1972年） 9ペー ジ。
2)国家学会「明治憲政経済史論」 (1919年，宗高書房1974年覆刻） 6ベー ジ。
3)以下のボアソナードと金井延の論文は，明治文化研究会編『明治文化会集第六巻社会
篇」（覆刻日本評論新社1955年改版第一刷）所載による。
4)司法省法学校は将来の司法の幹部，法律の専門職の養成を目標として1872(明治5)
年設立された8年制の学校であった。まずフランス語を徹底的に叩き込み，フランス
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省・外務省の顧問となった。ボアソナードは法学教育にあたったのだが，同時
に経済学の講義も行なっており，自由主義の経済思思のわが国への導入にあず
かって力があった5)。
ボアソナードは「日本二於ケル労働問題」（『法学協会雑誌」 1892年，第10巻第1号）
でつぎのようにいう。 「研究スベキハ労働問題二関スル国家ノ職掌ハ如何，一
個人ノ自由及ビ資本ノ独立卜相容）レベキ国家ノ権義ハ如何，ノ問題則是レナ
リ。吾人ハ第一二国家ハ幼者ノ自宅外二於ケル労働二付テハ保護干渉スルヲ要
スルヲ信ズ。何トナレバ此場合二於テハ親権十分二行ハレズ，又仮令行ハルヽ
トスルモ工場ノ規則ハ他幼者卜同一二取扱フベケレバナリ。欧洲二於テハ已ニ
幼者工場労働規則ノ発布アリ。日本二於テモ幼者ノ労働二就テハ将来立法スル
ノ必要アル事勿論ナリ」
しかしボアソナードは，成年男子については法律が制限を設けることは賛成
できない，すでに成年に達したものはその自由に任せても弊害はない，とい
う。
これは「自由放任」laissez-faireの考え方である。 AdamSmith(1723-1790) 
によれば，全経済過程は価値法則の「見えざる手」によって導かれるところの
一つの自律的な過程であり， laissez-faireは国家権力からの解放を表明する主
張である。雇主と労働者の関係は自由な契約関係であり，成年男子は「自由な
当事者」freeagentであって，成年男子労働力は当事者間の自由な取引きに委
ねられる，ということである。これはイギリスにおける10時間労働運動の出発
語による中等教育を実施してのち，フランス法を中心とする法学の専門教育を4年間
行なう仕組みになっており，この学校の顧問兼教授として授業運営の中心になってい
たのがボアソナードである。その教授陣には元パリ大学教授の他に数人のフランス人
若手法学士がおり；その専門教育の程度は同時代の東京大学のそれより充実してい
た。卒業生には木下広太，梅謙二郎，寺尾享等帝大教授となったものも少なくなく，
原敬，ジャーナリスト陸掲南もここに学んだ。同校は1886(明治19)年の帝国大学令
によって文部省所管の帝国大学に一本化された（神田孝夫「帝国大学の思想」「西洋
の衝撃と日本」（東大出版会,1973年所収）参照）。
5)杉原四郎前掲書1ペー ジ。
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点となったリチャード・オースラーの「ヨークシァの奴隷制度」6)にもみられ
る。それは，労働市場への法的介入に原則的に反対しながら， 14オ以下の子供
は freeagentではなく，「この一般的な）レールに対する例外」として，「彼等
から過度の労働を搾り取ろうとする両親と雇主の結託」から保護さるべきであ
ると述べ，そのような法令を議会に請額すべきであると述べている。
laissez• faireが支配的な原理であったのは， 19世紀の中葉までである。 19世
紀から今世紀にかけて，国家権力が労使関係に介入する仕方様式に顕著な変化
が生じた。職業別組合のみが自らの voluntaryな力に完全ないしは主として
よりかかることができたのであって，一般労働者の多くが，労働時間を規制し
他の形態の保護を与える立法を闘かいとるのに，いかに関心を有したかについ
て， Webbsは IndustrialDemocracy (1887)に詳細に記述している。それ
は当時の一般的状況を観察した Webbsが「法律制定の方法」が大部分「col-
ective bargainingの方法」にとって代るだろう，と予言したほどである。
しかし Webbsの予言にもかかわらず，イギリスの労働組合はその後「法律
制定の方法」によらずにすます道を択んだのであって，国家の立法的干渉が直
線的に増大することはなかった。むしろ労使の問題を voluntaryな団体交渉
にゆだね，国家の立法はその補足の範囲に限定しようとする傾向が根強く存在
したのであって， 19世紀初頭の個別的な「労働の取引の自由」は，労使間の団
体交渉による collectivelassez-faireに転化した，といえるであろう7)0
ところでこのボアソナードの論文に対して金井延は同じ『法学協会雑誌」．の
1892年12月刊第10巻12号から翌93年の第11巻第 1, 2号にわたり，「ボアソナ
6) 1830年19月16日付の「リーズ・マーキュリ＿」に掲載されたもの， 19世紀の最も有名
な手紙の一つといわれる。
7)かくて voluntarismは，第2次大戦後までのイギリス労使関係のきわだった特徴と
なったのである。今日でもイギリスの労働保護法一ー工場法．商店法，鉱山採石所法
船員法-—ーには，成年男子の労働時間について法の規制はない。また， 1971年まで存．
続した 1871Trade Union Actには，ショップ制や不当労働行為にかんする規定は
なく，団体交渉のなんらの規定がない。組合の内部問題への法ないし国家の干渉はこ
れを最小限にとどめていた。
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ード氏ノ経済論ヲ評ス」と題して，労働問題に関する国家的保護干渉の必要を
主張した。彼によれば，婦人労働は勿論，成年男子労働者についても労働時間
の法的規制は必要であった。「人或ハ曰ハム，成年男子二対シテ之ヲ自由競争
二任セ自然的ノ経済調和二委ス）レニ若カズト。鳴呼何ゾ其レ然ラムヤ。抑モ干
渉ナキノ絶対的自由ハ世二決シテ存在セザ）レモノナリ。一個人二無限ノ自由ヲ
許シ少シモ制限スル所ナクムバ是レ国家ナキニ等シ」
金井延はボアソナードをドイツ講壇社会主義の，国家がその安寧秩序の維持
のため諸弊害を立法ならびに行政の手段によって克服すべしとする，立場から
攻撃したのであるが，この論文の出た 1892(明治25)年においては，わが国の労
働運動は極めて幼稚な段階にあり，労働者は社会下層の憐れむべき存在であっ
た。金井延にとって成年男子も freeagentたり得なかった。わが国における
資本制の展開の最初の段階から政府と産業界は密着しており，日本経済の運命
は市場原理にもとづく自由競争にゆだねられることなく，政府はその目標と優
先順位の設定に当りイニシアチヴをとった。金井延は東京帝国大学教授と同時
に，農商務省参事官を兼ね，かつ社会政策学会の首脳として，農商務省官僚の
政策を代弁したのである。
ボアソナードと金井延の議論のいわば延長線上にあるのが，「社会政策学会趣
意書」(18-99年）と当時の代表的な自由放任論者田口卯吉との理論的対立である。
この論争については多くの研究があり，ここで紹介する必要はないと思う 8)。
3. 岡実著『工場法論』
工場法は1911(明治44)年3月，成立公布されるが，「制定セラルル迄ニハ実ニ
約三十箇年ノ星霜ヲ積ミ，此ノ間主務大臣ノ交迭ヲ重ヌJレコトニ十三回，工務
局長又ハ商工局長トシテ主任者ヲ換フルコト十五人，稿ヲ更ムルコト亦実二百
8)関谷耕一「日本「社会政策学会」小史」「社会政策学会史料』 286-289ページが詳し
vヽ
゜
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数十回二及」（岡実著「工場法論」 (1917年改訂増補版1ページ）ぶ惨恒たる苦心を重
ねている。その苦心惨恒の準備は工場における実情の調査から始められた。農
商務省は 1881C明治14)年，内務省から分離独立するが，その翌年，工務局内に
調査課をおき，裁工および工場の状態の調査にかかっている。調査の代表的な
ものが「工場調査要領」 (1902年），『裁工事情」 (1903年）であって， とりわけ繊
維産業においてもっとも劣悪なかたちをとった賃金労働者の労働状態を明らか
にしている。
第二次大戦後いち早く覆刻された『職工事情」（生活社版， 1947年）の土屋喬雄
「解題」はつぎのようにいっている。
「職工事情」は「危大な労働事情の調査書であって，正に日本におけるこの
種のものの最初の古典というべきものである。その記述の様式においては，官
庁調査に往々見られる歪曲はほとんどみられない。当時の劣悪きわまる労働事
情をほとんどあるがままに描出しており，労働者に対する同情的立場も示され
ている。その記述の様式すなわち質においてすぐれたものである点でも，古典
と称せられるに値いするもので•ある」
工場法へ協力した最初の開明的官僚添田寿一の社会政策論は，労働者保護が
労働力の世代的再生産を維持して長期的な経済の発展を可能にし労働時間短縮
が労働効率を高めて経済的利益を直接的に増大させるという生産政策であった
がt>, つづく農商務省官僚は自らが産業革命の促進者であり，日本の未来を担
っているという意識であったろう。
帝国大学法科大学2)のちの東京帝国大学法科大学の特色はわが国の国政その
もの運営の責に任ずる政府の要路者，行政に携わる高級官僚生産の工場であり
卒業と同時にほとんどみな政府諸省の幹部ルートの一員となった。政府はかれ
らを無条件で高等官に迎え入れ，諸法律の案画や行政の衡に当らせ，もって国
家運営上の有力な戦力として活用したのである。卒業者は官僚に「乃公いでず
1)池田信著「日本社会政策思想史論」 (1978年，東洋経済新報社） 47ページ参照。
2)この時は「帝国大学」， 1897年6月に京都帝国大学が創立されて東京帝国大学となる。
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んば」の夢を托した。それは河合栄治郎が文官試験を経て1915年夏学窓から農
商務省に入るに際して述べたつぎの言葉にも明らかである。
「今日の日本の様に国家権力の強い国に於ては，最も効果を挙げ得る地位
は官吏であると思ひます。如何に民間に於て努力をしやうとも今日の日本の
様に政府の力の強い所では，それは政府に在る官憲の努力に到底及ばないで
ありませう。官人としての一挙手一投足は多大の能率を挙げ得る効果があり
ます」（『労働問題研究」 1920年20ペー ジ）
『工場法論」の著者岡実は1898(明治31)年帝国大学法科大学を卒業，直ちに
法制局に入り，後転じて農商務省に移り，窪田静太郎を主任とする工場調査を
行なっている。 1903年窪田静太郎の後任として工務課長となり，「工場調査要
領第二版』を作り， 1909年10月「工場法案ノ説明」も彼の手で作られている。
1911年の工場法制定時はエ務局長であった。彼は工場法のいわば「生き字引」
であった。「国家学会雑誌」に「工場法の制定に就て」と題する論文を書き（第
25巻9-11号， 1911年），これを基本として 1913年『工場法論」とし， 1916年の
工場法施行にともない，全面的に増補して， 1917年改訂版を刊行している。
本書の論調には，皇室への忠誠，国権，国利の防護をバックボーンとする明
治の官僚の面目躍如たるものがある。しかし本書は，制定にいたるまでの正確
な記述と添付された豊富な資料をもって日本工場法の研究書として第一の地位
を占めるものである。
しばしば引用されるのは，岡実が本書で，日本工場法は労働運動と何等かか
わりなく制定された，と述べている点である。
「本邦二於ケル工場法制定ノ必要ハ主トシテ政府及学者二依リテ提唱セラ
レクルモノニシテ，此ノ間何等労働者又ハ其ノ団体ノ交渉スルモノアルナ
ク・・」 (136ページ）。
「天日卜共二易ルコトナキ萬世一系ノ 天皇ヲ戴ク我帝国二於テ憲法力和
気霰々ノ間に制定セラレクルト同シク，我工場法ハ所謂労働運動若ハ社会的
運動ナルモノト何等ノ交渉ナクシテ制定セラレクリ」 (1113ペー ジ）。
201 
522 闊西大學「経清論集」第32巻第4号
増補版にはつぎの言葉が書きくわえられている。
「最近露国ノ革命ハ労働者卜兵士トノ締盟二成リタルカ如キ，我邦人トシ
テハ嘗テ夢想タモ及ハサル怪現象ヲ惹起シッツアルニアラスヤ，殴米ノ社会
政策ハ既二発シタル労働病二対スル治療法ヲ研究スルニ至リ，我国ノ社会政
策ハ斯ノ如キ病症ノ発スルヲ予防スルニ在リ」 (142ペー ジ）。
そして岡実はつぎのようにいい切るのである。
「吾人ハ我国ニハ永遠二亘リテ労働者卜資本主間二争ナカラシメムコトヲ
期セサルヘカラス」 (141ページ）。
以下，工場法と労働運動ないし社会主義運動とのかかわりあいをみてみよ
う。
「我が国にて労働運動が舞台の初幕」（横山源之助）を切っておとしたのは，
日清戦争後の 1897C明治30)年である。 . . 
アメリカ帰りの有識者一一高野房太郎，片山潜ら一一ーが指導し組識した「労
働組合期成会」，「鉄工組合」 (1897年）を貫ぬく指導的理念は，穏健な労働組合
主義であり， その後， 1898年「日鐵矯正会」， 1899年「活版工組合」が組織さ
れた。
労働組合として「工場法運動」を展開したのは労働組合期成会のみにすぎな
し、S)。
1898(明治31)年，時の政府は工場法案を作成して，同年10月の第三回農商工
高等会議に諮問した。この法案に対して期成会は「工場法案に対する意見書」
を作成し，法案を理由を付して修正し，横浜および東京に対工場法案政談演説
会を開き，あるいは陳情委員をして農商務省の大臣，局長，内務大臣をはじめ
として農商工高等会議員を訪問して陳情するなど工場法制定運動を行なった。
この年，農商工高等会議は工場法案を可決した。しかし政府は何等の理由も
なしにこの決議を握り漬して，工場法案を議会に提出しなかった。片山潜は
3)小林端五著「工場法と労働運動」 (1965年，青木書店） 252ペー ジ。
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「曖労働者の強請するまで工場法制定せられざるべき乎」4)と嘆じている。
日鉄矯正会以降の労働組合の存在は当局のおおいに警戒するところとなり，
1900 (明治33)年の治安警察法によって，労働組合加入の宣伝やストライキの煽
動が禁止されて，労働組合は屏息してしまう。組織的な工場法運動など展開す
べくもなかった。日本工場法には，イギリス初期工場法成立史にみられるごと
き，時間短縮立法を求める大衆的運動の昂揚ーー1833年工場法につながる一一
やマンチェスターの紡績工が実労働時間の規制を求めて議会に請願した，ごと
き記録もない。その意味では，日本工場法は「労働者の声なくして」制定され
たものである。
しかし治安警察法以降の労働組合という形式による運動の衰微は，労働運動
そのものの衰微を意味しなかった。とくに日露戦争後の物価騰貴は大衆の生活
の困難を招き，労働者はストライキに立ちあがった。そして労働問題に大きな
関心を寄せたのは社会主義者であった。社会主義運動は，議会行動派と直接行
動派の二つの方向に分裂しながら展開されており，酷薄，苛烈な政府の弾圧に
たいする反撓から，前者から後者へ，社会不安とともに急進化していた。
1908(明治41)年 7月に成立した桂内閣は，社会主義者にたいして断乎たる弾
圧の態度をもってのぞんだ。その政綱に社会主義対策をかかげ一ーそれは内閣
の政綱に社会主義対策をかかげた最初のものであった一―, 「いわゆる社会政
策を講じて，あらかじめ禍源をふせぐと同時に，社会主義の出版集会などを抑
制して，その蔓延をふせがなければならぬ」とした5)0
そして1910(明治43)年6月には「大逆事件」6)が報道される。
4)片山潜著「日本の労働運動」『明治文化全集」 185ペー ジ。
5)信夫清三郎著「大正デモクラシー史』（日本評論社， 1954年） 122ペー ジ。
6) 「大逆事件」•…••旧刑法の大逆罪にかかわる事件をいうが，普通は1910-11 (明治43
-44)年幸徳秋水らが検挙・処刑された事件をさナ。 10, 5月以降，明治天皇暗殺計
画の容疑により，各地で多数の社会主義者・アナーキストが逮捕され， 26名を大逆罪
で起訴。宮下太吉ら 4名が計画を認めた以外は証拠もないまま，翌1, 1月18日大審
院特別法廷は移密裁判により24名を死刑， 2名を有期懲役と判決，翌19日，天皇の慈
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この事件の発生によって革命的サンジカリストの脅威に直面した政府の社会
政策の第一の手段は， 1911年2月，「経済治求」の勅語と内箔金150万円を得て
恩賜財団法人「済生会」7)を設立することであった。
第二の手段は工場法の制定であった。工場法案は1910年第26帝国議会に提出
されたが，その中にある夜業禁止にたいして綿糸紡績業者が猛烈に反対したた
め，法案は撤回された。この法案を，最も問題になった夜業禁止は15年間の適
用の留保条件付にするなど修正して， 11年2月の第27議会に急拠上程し，これ
を成立させた。同法は 3月公布されたが，それは1907年東京で開催された社会
政策学会第一回大会での，農商務省で職工事情調査に従事した貴族院議員の桑
田熊蔵の，つぎのごとき発言にみられる社会主議対策であった。
「今や社会問題は猛烈な勢を以て勃興して参りまして，之がために同盟罷
工は各地に起り，危険なる社会主義の輩も世間に頻りに祓屋してゐる。この
時に嘗って工場法を制定しないといふと，労働者は，政府はは我友に非ず，
識者は我友に非ず，労働者の信頼す可き者は，社会主義の徒の外にはないと
いふ考を起して，彼等が相率ひて社会主義を執り，社会党に投じた暁は，如
何に志士仁人が，社会改良家が，社会問題の解決に壷痒致しましても，其目
的を達し得ない事であらうと思ひます」8)。
元老山県有朋の指揮下にある桂太郎の純然たる軍閥官僚内閣は，社会主義の
悲として死刑者の半数を無期懲役に減刑， 24 日，幸徳•宮下ら 12 名の死刑を執行し
た。この事件により社会主義運動は徹底的に弾圧され一時窒息状態となった。（以下
略）（高柳光寿•竹内理三編『日本史辞典」角川書店より）
7)済生会は貧窮救療の事業を民間事業として行なうため政府によって設立されたもので
ある。しかし，予算は各府県に分配され，地方長官に委ねられたことからもわかるよ
うに，公的な事業の色彩が濃い。その後，「救護法」 (1932年），「医療保護法」 (41年）
「生活保護法」 (46年）などの制定により，貧窮者医療の国家扶助が行われるように
なり，この会の性質も変化し，現在では民間社会事業団体として，各地で病院・診療
所を経営している (r日本歴史大辞典』（第5巻さ～し，河出書房新社， 1968年）によ
る）。
8)社会政策学会史料集成第1巻「エ湯法と労働問題」 70ペー ジ。
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根絶対策に乗り出した。事件落着後の 8月，警視庁訓令を改正して警視総監官
房高等課から「特別高等課」を分離独立させ，そのなかに特別高等係と検閲係
をおき，社会運動取締りや新聞・雑誌・出版物の検閲に当ることとなった。同
じ機構が1912(大正元）年10月に大阪府にも設置された9)。
1911年の日本工場法はいわば「労働者の声」を圧殺したところに成立したの
である。
3. 板垣退助の『社会政策』
1911年 4月，工場法成立の翌月に自由党の元党首板垣退助1)監修の月刊雑誌
『社会政策」が発刊されている。同誌の発刊趣意書は「経済上の趨勢は，貧富
の懸隔を激成し，生活問題の圧迫は日に国民の頭上に逼り来ると共に，社会主
義，無政府主義等の，社会の欠陥に乗じて起り，以て我が邦家の乾綱を荼らん
とするものあり，今にして之を済はずんば，我邦の前途は笈々乎として危ふし
と謂はざるべからず」（第1号）と大逆事件の影響をいい，文部大臣小松原英太
郎が同誌に寄せた言葉では，「板垣伯爵が雑誌発行を思ひ立居られたのは昨年
の大逆事件の特別裁判が開かれたる後の事で，夫は斯う云ふ風に国家の根本を
9)高等警察の名称が公文中に使用された最初の例は， 1887(明治19)年にある。以来．
警視庁の織責としての政治警察として，国家に危険なる人物・党派の監視，陰謀の探
知，政治に関する結社・出版を監視した。東京，大阪のような政治上重要な地には，
高等警察課がおかれたが， 1912年中に全国的な高等警察の機構が確立されている（『み
すず続現代史資料(7)「特高と思想検事」』 (1982年） 5-6ペー ジ。
］）板垣退助 (1837(天保8)-1919 (大正8)年）は，土佐藩士，戊辰戦争には大隊司
令・総督府参謀として出征し，会津攻略に大功をたて， 1871(明治4)年には新政府
の参議となった。 1873年征韓論が容れられず下野し,74年，副島種臣・後藤象二郎・
江藤新平らと愛国公党を組織し，民撰義員設立建白書を政府に提出した。以後，高知
に立志社を創立して自由民権運動の先頭に立って活動し， 1881年には自由党を結成し
その総理となった。 1898(明治32)年最初の政党内閣である隈板内閣の内相となった
が， 1900年伊藤博文による政友会結成とともに政界を退き，この雑誌発行時には全く
政治活動はしていない。（後藤靖「晩年失意の板垣翁」『NHK歴史への招待8」1980
年，その他を参照）。
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危ふくするような，我国体と相容れないやうな思想が，我国民中に浸潤すると
云ふことは容易ならぬ事であるから•••」と，・桂内閣の文部大臣たるにふさわし
い発言である。
ただしこの雑誌2)のいわゆる「社会政策」とは，社会問題一般に対する政策
であって極めて範囲が広い。主幹として毎号2)健筆を揮った板垣退助の社会政
策論は，社会改良の第一は家庭の改良にあり，という素朴なものであった。
片山潜はその著「日本の労働運動」の冒頭で「日本最初の政党は自由党にし
て，其の組織されしは十三年の十月なりき。而して自由党は其政綱の中に「社
会改良」てふ文字を有し，自由党員は最初より労働運動に意を有したりき」と
いい，自由党員たりし樽井藤吉の長崎における社会党の組織や，同じく自由党
員大井憲太郎の東洋自由党と日本労働協会を紹介している叫
自由党はこの記述にあるように1881(明治14)年創立されるが，党内左派の激
化などにより， 1884年には解散， 1890(明治23)年，国会開設後に再興され，板
垣退助が党首になっている。板垣自身の言葉によれば，彼が社会政策を考えた
2)執筆者の中には，桑田熊蔵，小河滋太郎，大町桂月，興謝野晶子，島村抱月などの名
がみえる。今日でいうオピニオン誌であって，学術雑誌ではないから保存が良くなか
ったのではないか，国会図書館および関西大学図書館（一部複写したもの）の所蔵は
1911年4月第 1号-12年7月第17号であるが，ここで終巻になったわけではなさそう
である。
3)その他自由党員であって労働運動とかかわりをもったものに奥宮健之がある。彼は板
垣退助と同じ土佐の出身， 1881年の自由党結成と同時に入党し，翌82年，鉄道馬車の
開通によって打撃を受けた人力車夫300人を神田明神に集めて演説会を開き，これが
「車会党」と称せられたが，奥宮をはじめとする指導者の自由党員が逮捕投獄されて
雲散霧消した。 1906(明治36)年には，日本鉄道会社が国有になった際おきた労働争
議に関係した岩下新吾や石井保男等とともに「労働党」を結成，「我党は天賦人権を
全うするを以て主義とす」との立党精神を掲げたが，数回の演説会を開いた以外，み
るべき活動はなかった。彼は大逆事件に加担したとされ， 1910年幸徳秋水らとともに
死刑になっている。（絲屋寿雄著「自由民権の先駆者一一ヴ奥宮健之の数奇な生涯―-J
(1981年，大月書店）参照。
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のは，この時である丸
自由党の党名は 1898(明治31)年に消え，板垣退助も政界から引退するが，彼
の社会政策の夢が実現したのはこの雑誌「社会政策」であった。彼の労働運動
に関する関心を示すものに「同盟罷工論」 (1913年）がある丸
「世に同盟罷工，即ちストライキを目して暴動の如く言ひ倣す者あるも，
これ決して然らず。同盟罷工は実に労働者が自己の境遇に対する至当の措置
にして，之を謂って労働者の正当防衛と為すも亦た妨げず……」板垣は治安
警察法のような労働者の正当防衛の権利を奪う法律に反対である。
「……荀くも正義をして資本家と労働者の間に行はしめんと欲せば，之を
許容して，彼等労働者をして正当にこの武器を用ひ，以て其権利を全うせし
めざる可らず。若し労働者の団体よりこの唯一の武器を奪ひ去り，而して其
正当防衛防禦の為めに資本家に対抗せしめんとするも焉んぞ得べけんや。即
ち知るべし，同盟罷工は其暴力に陥らざる限り労働者の正当の権利として適
当に之に使用せしむべきものにして，之を禁ずる所の法律命令の極めて無意
義なることを。」
板垣退助は鈴木文治を会長とする友愛会機関誌「労働及産業」 (1915年10月号）
では，労働者の地位向上の為めに普通選挙法の必要な所以を主張している（『白
驚を撫して語る」伯爵板垣退助）。
鈴木文治の自伝『労働運動二十年」に板垣退助の名は登場しないが，両者の
4)板垣退助「我国憲政ノ由来」（国家学会「明治憲政経済史論」 (1919年， 256-62ペー
ジ）によれば，「明治二十年二月十一日，天皇親臨，宮中二於テ帝国憲法発布ノ大典
ヲ挙ゲサセ給ヒ，・翌二十三年帝国議会ヲ召集セサセ給フ，是二於テ憲政樹立ノ為メニ
身命財産ヲ榔ッテ戦ヘル我ガ自由党＾，既二其目的ヲ成就セルヲ以テ．，今ヨリ後大二
建設的ノ事業＝向ッテ奮闘努カセザル可ラザルヲ感ジ，就中予ハ切二社会政策ノ必要
ヲ認メ•…••一般人民の自覚ヲ促ガシ，其知徳ヲ養ヒ，社会政策ニョリテ根本的ノ改革
ヲ成就スルノ外ナキヲ思」った， とある。
5) 「板垣退助全集」 (1931年）所収。 1912年という執筆者からみて，『社会政策」に発表
されたものと思われるが，その掲載誌を見出すことはできない。
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間になんらかの交渉があったものと思われる。『社会政策』（第17号， 1912年7月）
には鈴木文治「大なる反抗の時代ー一ー現代生活の不安ー一」が掲載されている。
鈴木文治は現代には二つの大きな不安がある，一つは人種，民族間の，とく
に白人対非白人の，対立であり，他は労働者不安である，という。文治は世界
の労働不安の現状を論じ，そして日本についてつぎのようにいっている。
1912年「東京の正月は，電車従業員の大同盟罷工の間に来た。続いては松山
市の電車罷工，更に続いては広島市に於ける活版の罷工………三月廿九日より
は呉海軍工廠に於ける職工の大同盟罷工があって，一時は三万の職工全部罷工
に加はらうとの輩語さへ伝はり，憲兵隊の出動を要するやうな破目にさへ陥っ
た。……」
1911年の工場法制定の本音が，社会主義の防止，労働争議の減少ということ
にあったとすれば，これは皮肉な事態であった。
労働組合運動が復興したのはこの12年8月，鈴木文治が14名の労働者を友愛
会に組織して以降である。文治による「大なる反抗」がはじまったのである。
4. 窮乏農家と労働条件
工場法の成立を裏側から支えた文献が「工場衛生調査資料」である。 1910
（明治43)年第26帝国議会は，工場法案を委員会に付託したが，とくに紡績業者
の反対運動が激烈であったため，政府は法案を一時撤回するに至った。岡実は
工務局長に就任し，工場および職工の衛生事情，帰郷女工の健康状態，婦女幼
少者に禁止すべき業務の調査を行わしめたが，この網査結果が「工場衛生調査
資料」であって，内務省の諮問機関である生産調査会に審議の資料として提出
され，同会が印刷に付したものである。
岡実著「工場法論』によれば，「然リ而シテ婦女幼年者ノ徹夜業禁止ノ規定
ハ前議会二於テ本案ノ成立二至ラサリシ最モ重ナル原因ヲ為スモノナリト雖，
此ノ規定ヲ削除スルハ最モ忍ヒ難キ所ナルヲ以テ，依然之ヲ存置スルコトニ
決シ，一方二於テハ紡績業力蒙Jレ可キ経済上ノ影響如何ヲ精査シ，夜業ノ
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一部禁止ヨリ遂二全禁二導ク可キ方法ヲ攻究スルニ殆ンド全カヲ傾注セリ」
(56ペー ジ）6
前年提出の法案を修正して法案を作り，前記の調査資料もあわせて生産調査
会に提出したものである。この法案が第27議会に提出され， 1911C明治44)年3
月に成立公布された。
この『工場衛生調査資料」を収録した『女エと結核」（光生館生活古典叢書第5
巻 1970年）の籠山京「解説」によれば， この調査を実際に担当したのは農商務
省嘱託石原修であった。石原修は調査の舞台を工場ではなく女工の出身地の市
町村と駐在所におき，歴然たる工場の弊害，結核の惨禍の証拠を提出して1)反
対論を封じたのである。
徹夜業の惨状はそれ以前の調査にも厘々とりあげられている。農商務省「紡
績職エノ現状』2)の記述によれば，
1)同資料によれば
「新潟外六県二於テ昨明治四十二年中他地方二出稼シタル者，合計一万四千八百三十
四人ニテ同年中帰郷シタル者五千三百五十八人中
病疾ノ為帰郷シタル者 八百七十七人
帰郷後重病二罹リタル者 百〇二人
帰郷後病死シタル者
計
二百玉十四人
千二百三十三人
ニシテ帰郷者ノニ割三分強二当レリ，而シテ其ノ中結核性疾患又ハ慢性腹膜炎，慢性
肋膜炎，慢性気管支炎等ノ如キ結核性卜認メラルヘキモノ四百十七人ニシテ，病者及
残亡者ノ三割三分強ヲ算セリ。（中略）。惟フニ結核9ヽ 工湯病中ノ主要ナルモノニシテ
工場施設等ノ完全ナル先進諸国二於テモ尚ホ其ノ多発ヲ免Jレルコト能ハス，故二世ノ
工業衛生ヲ論スル者結核ノ多少ヲ以テ其ノ状況ノ良否ヲ判スルノ標準トナササルハナ
シ，本邦二於テモ亦工場ノ疾病統計上二＾該病少数ナルカ如クナルモ，エ湯外二於ケ
ル調査二依リ可驚多数ノ病者アルヲ発見セリ，結核ノ如キ危険ナル伝染性疾患ニシテ
年々多数ナル帰郷職エニ依リテ病毒ヲ各地方二散蔓スルノ虞アルニ至リテ＾，国家衛
生上ノ大問題ニシテ亦工業ノ発展ヲ阻害スルノ大原因タルヲ免レサルヘシ」（「工場法
等ノ説明」），『日本労働運動史料』第三巻， 213-4ペー ジ）。
2) 「紡績職エノ現状」は騰写版刷りで騰写の年月や筆者等は記されていないが，工場調
査の初期の段階に提出されたもの，執筆時は 1900年末ごろと考えられる（「職工およ
び鉱夫調査」光生館生活古典叢書第3巻， 1970年，隅谷三喜男解説による）。
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「ニヶ月モ経過スル時ハ習慣性ヲナシ徹夜業ヲナスモ左マテ苦シトモ思ハ
ス又翌朝熟眠スルコトヲ得ルニ至ルト或ハ然ラン然レトモ徹夜業ノ習慣ハ其
苦痛ノ幾分ヲ減スベキモ之ヨリ生スル処ノ衛生上ノ害ハ否定スベキニ非ラス
今若シ早朝工場二趣キ夜業ヲ終ツテ工場ヲ出ツル処ノ女エヲ見バ顔色蒼白形
容枯渇ナラザル者ハ殆ント之ナシ殊二幼少者二至ッテハ更ニー層ノ甚シキヲ
加へ親ル者ヲシテ覚エズ顔ヲ蔽ハシムナリ」
この惨害が「工場衛生調査資料」によって実証されたのである。
1890年代末期から1910年ごろにかけての繊維産業部門の女子労働者の労働条
件は大同小異である。その多くは貧農の子女であり，寄宿舎に入った。寄宿舎
制度についてみると「収容人員ハー畳二就キー人ノ割合ヲ普通」とし「寄宿舎
ノ食物中副食物ハ比較的粗悪ナラサルモ飯ハ米質下等ニシテ且ツ炊キ方ノ粗雑
ナル為メ一種ノ臭気アリロニ適セサルモノ多キカ如シ」（『綿絲紡績職工事情），
「エ女力日々快楽トスル食物ハ一般二粗悪ニシテ飯ハ米七麦三・ノ如キハ上等ニ
シテ普通ハ米三分麦七分位ナリ副食物ハ味噌汁，沢庵及ヒ菜大根芋等ノ煮付
トス」（「織物職工事情」），「各室ノ広サハ十畳乃至廿畳ナルモノ多ク往々ー室ニ
シテ五六十畳ナルモノアリ」「食物ハ概シテ粗悪ナリ諏訪地方ノ如キハ飯ハ米
飯ニシテ副食物ハ味噌汁卜漬物トヲ常例トシ時々野菜ヲ給ス稀二乾魚ヲ与フル
コトアリ」（『生絲職工事情J)と，概して紡績より製糸業の方が劣悪である。
映画にもなった「あ只野麦峠」3)は，明治から大正にかけての製糸労働者を
対象としたものであるが，私は著者がつぎのように述べているところに注目す
るのである。
「これは従来の女エ哀史といわれるものにもいえることであるが，古くさ
い文学青年的発想のセンチメンタルはかえって有害である。筆者が長年かか
って数百人の元エ女と話し，考え続けた問題はそこにあるが，知り得た範囲
では，従来いわれて来た画ー的な＜哀史＞とはよほど違ったものであった。
3) 山本茂美著「あ刈野麦峠ー~ある製糸工女哀史―-J (1972年新版第1刷，朝日新聞
社） 336-9ペー ジ。
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例えば，それは粗悪な食事，長時間労働，低賃金等が定説となっているが
実際に調べてみると，飛騨関係のエ女の中には食事が悪かったと答えたもの
はついに一人もなかった。低賃金についても同じだ。長時間労働についても
苦し・かったと答えたものはたった 3バーセントだけで，後の大部分は「それ
でも家の仕事よりも楽だった」と答えている。
それもそのはず，家にいたらもっと長時間，重労働をしなければ食ってい
けなかった。
工女が野麦峠を越えて持ち込んでくる金は一軒の水呑百姓一年の収入より
も多いこともあり，彼らにとってそれは大事な農家の財源だった。」
生き残りの老人達の記憶から歴史を発掘するという方法は，歴史方法論的に
は問題がある。人間は過去を美化する傾向があり，多少割引して考える必要が
あるだろう。そして，労働者状態は，これを労働者となる前の農民の状態と比
較すれば寧ろ甚だ結構であるというのは，資本家の工場法反対論の藉口すると
ころでもあった％
「又工場条例の制定を主張するものは多くは今日職工の食物悪きを云々せ
．ぜるはなし，されど，之とても故郷に在りし時の生活と工場に来りし後の生
活とを比較せざれば未だ以て尽せりと謂ふべからず」「都会工場に於ける職
工の常食と其の職工が自国に在りし時の食物とを比較すれば，工場に来りし
時の方逢に上等なるは何人も認めざるを得ざる所なり……」
窮乏農民の生活水準はしばしば労働者状態の良好を証明するために引合いに
出されたのであるが，危大な窮乏農民の存在こそが日本産業力の豊富な源泉で
あったことを率直に認めなければなるまい。その故にこそ労働条件も低劣であ
ったのである。元来，零細米作を中心とするわが国農家経営は，その大半は寄
生地主制下にあり，利潤は農業資本として還流せず，工業部門に流出し，農業
生産は合理化機械化の方法をとることなく，単に反当生産力拡充のために労働
4)風早八十二著「日本社会政策史」（青木文庫， 1951年） 161ペー ジ。
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集約的に経営されているから，牒業労働は極めて刻苦精励的・肉体鎖磨的労働
であって，それ自体が過剰ではなかった。過少農経営は人間労働のおどろくべ
き濫費であり，過少生産収入から過剰労働を生じ，これを家計補助のため賃労
働者化したのである。
かかる過少生産収入の窮農の在在が前記の『職工事情」「工場衛生調査資料」
あるいは「野麦峠」の記述する労働状態を生み出す基盤であるが，かかる農民
の窮乏がすすむとき，労働条件はより劣悪なものとしてあらわれる。この関係
を鮮やかに示したのが， 1933-4 (昭和9)年の農業恐慌であった。
1933年，日本農業における基本的生産物たる米は“未増有の程度”の生産過
剰となり，同時に，蚕糸恐慌の発展にともなう蚕価の惨落は農家の副業を危機
に陥し入れ，農家の現金収入は32年度においても30年度に比べ半減した。さら
にインフレーションの進行にともなう貨幣価値の減価，工業生産物と農産物と
のシューレは，農家経済を窮迫せしめた。かくて貧農の惨たる生活が基準とな
って，家計補充的低賃金があらわれたのである。内務省社会局『工場監督年
報」 (1934年）によれば，「昭和 7(1932)年来所謂軍需景気拾頭に伴ひ工業主中に
は非常時に藉口し不法に労働時間を延長して酷使し，或は不当の条件を以て雇
傭解雇するもの其の跡を断たず」(21ベージ）とある。当時の新聞は，東北の身売
り娘の記事であふれている。「窮迫農家」の存在は，失業者の農村還流をはば
んだのである。雇用の増加は臨時工で賄われ，工場災害は増加した。
同年報によれば「法適用工場に於ける死亡数及び重傷数は夫々五0%前後の
驚異的増加を示し，其の実数に於ては昭和二(1927)年以降の記録を造かに凌駕
せり。就中死亡及重傷発生率の著しく増加したる業務多き事実は，作業安全性
の退化を見たる工場範囲甚だ広きを示すものと謂ふべく，不熟練工の増加，労
働時間の延長等が災害発生率に及ぼす悪影響を反映したるものと見るを得ベ
し」(332-3ペー ジ）。と。 それは同年報をして「工場監督史上の恨事とすべし」
といわしめる底のものであった。
「職工に対して貧民救助法を改正したりと言うを適当とする」といわれ
212 
日本工場法成立の周辺（西岡） 533 
たS)1911年日本工場法の微温性の基底には危大な窮乏農家の存在があったとい
えよう。 1934年当時の工場法は1923年の改正は経たものの労働時間についてい
えば， 16オ未満の者および婦人労働者に 1日11時間の制限を設けているにすぎ
ず，その水準は実質的に制定時のそれと差異はない。その微温的な工場法が農
家の窮乏がすすむとき，耐え難いものとしてあらわれたの．である。
5)岸本英太郎著「日本絶対主義の社会政策史」（有斐関， 1955年） 143ペー ジ。
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